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(57)【要約】
　本発明は、パターン化したバインダー層を含む多孔性
分離膜、前記分離膜を含む電極組立体及び前記分離膜の
製造方法に関する。本発明の一実施形態によって、多孔
性基材、及び前記多孔性基材の少なくとも一面に塗布さ
れ、塗布された厚さが０．１～１０μｍであり、非コー
ティング（ｎｏｎ－ｃｏａｔｉｎｇ）部を含むパターン
化したバインダー層を備える多孔性分離膜が提供される
。本発明の他の実施形態によって、バインダー溶液の形
成段階、パターン化したバインダー層の形成段階、転写
段階及び圧着段階を含む多孔性分離膜の製造方法が提供
される。本発明の一実施例によれば、適切な気孔度、均
一な厚さ及び耐久性に優れた多孔性分離膜を、優れた結
合力と高いイオン伝導度で電極と結合することができる
。
【選択図】　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　分離膜の表面に粘着性バインダー層を形成する方法であって、
　（Ｓ１）バインダー樹脂と有機溶媒とを混合してバインダー溶液を準備する段階と、
　（Ｓ２）前記バインダー溶液を転写部材の表面に所定のパターンで印刷し、前記表面に
バインダー溶液のパターンを形成する段階と、
　（Ｓ３）前記印刷されたバインダー溶液から溶媒を除去し、粘着性バインダーのパター
ンを形成する段階と、
　（Ｓ４）前記粘着性バインダーのパターンを、前記転写部材の表面から分離膜の少なく
とも一面に転写する段階と、
　（Ｓ５）前記（Ｓ４）段階において、前記分離膜の少なくとも一面に前記粘着性バイン
ダー層を形成する段階とを含んでなることを特徴とする、分離膜の表面に粘着性バインダ
ー層を形成する方法。
【請求項２】
　前記（Ｓ２）段階が、インクジェットプリンター、ディスペンサー、又はノズルを用い
て行われることを特徴とする、請求項１に記載の分離膜の表面に粘着性バインダー層を形
成する方法。
【請求項３】
　前記転写部材が、板型、フィルム型、フレーム型、ローラー型、円筒型、及びベルト型
からなる群より選択されてなる一種以上のものであることを特徴とする、請求項１に記載
の分離膜の表面に粘着性バインダー層を形成する方法。
【請求項４】
　前記（Ｓ３）段階が、転写部材の表面に形成されたバインダー溶液のパターンを加熱す
ることで行われることを特徴とする、請求項１に記載の分離膜の表面に粘着性バインダー
層を形成する方法。
【請求項５】
　前記転写部材が、表面に離型処理が施されていることを特徴とする、請求項１に記載の
分離膜の表面に粘着性バインダー層を形成する方法。
【請求項６】
　前記バインダー溶液のパターン又は前記粘着性バインダーのパターンが、前記分離膜の
表面に粘着性バインダーが塗布されていない非コーティング部が存在するようにパターン
化することを特徴とする、請求項１に記載の分離膜の表面に粘着性バインダー層を形成す
る方法。
【請求項７】
　前記バインダー溶液のパターン又は前記粘着性バインダーのパターンが、ドット形、円
形、多角形、ドーナツ形、ストライプ形及び格子形からなる群より選択される一種又は二
種以上の小単位パターンの組合せからなることを特徴とする、請求項６に記載の分離膜の
表面に粘着性バインダー層を形成する方法。
【請求項８】
　前記粘着性バインダー層の厚さが０．１～１０μｍであることを特徴とする、請求項１
に記載の分離膜の表面に粘着性バインダー層を形成する方法。
【請求項９】
　前記（Ｓ４）段階が、前記転写部材と前記分離膜との接触面を加圧して行われることを
特徴とする、請求項１に記載の分離膜の表面に粘着性バインダー層を形成する方法。
【請求項１０】
　前記分離膜が、電気化学素子用分離膜であることを特徴とする、請求項１に記載の分離
膜の表面に粘着性バインダー層を形成する方法。
【請求項１１】
　前記分離膜が、ポリオレフィン多孔性基材を含むことを特徴とする、請求項１０に記載
の分離膜の表面に粘着性バインダー層を形成する方法。
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【請求項１２】
　前記分離膜が、ポリオレフィン多孔性基材と、及び前記ポリオレフィン多孔性基材の少
なくとも一面に有機無機複合多孔層とを備えてなり、
　前記有機無機複合多孔層が、複数の無機物粒子とバインダー樹脂とを含んでなることを
特徴とする、請求項１１に記載の分離膜の表面に粘着性バインダー層を形成する方法。
【請求項１３】
　ポリオレフィン系多孔性基材を備えた分離膜基材、及び
　前記分離膜基材の少なくとも一面に形成された粘着性バインダー層を備えてなり、
　前記粘着性バインダー層が、請求項１～１２の何れか一項に記載の方法によって形成さ
れたことを特徴とする、電気化学素子用多孔性分離膜。
【請求項１４】
　前記分離膜基材が、前記ポリオレフィン系多孔性基材の少なくとも一面に有機無機複合
多孔性コーティング層が形成されており、
　前記有機無機複合多孔性コーティング層が、複数の無機物粒子及びバインダー樹脂を含
んでなることを特徴とする、請求項１３に記載の電気化学素子用多孔性分離膜。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、二次電池用分離膜（セパレータ）に接着バインダーを塗布する方法に関し、
より詳しくは、印刷及び転写の方法を用いて接着バインダーを所定のパターンで分離膜に
塗布する方法に関する。
【０００２】
　本出願は、２０１３年１０月２５日出願の韓国特許出願第１０－２０１３－０１２７９
０３号及び２０１４年１０月２７日出願の韓国特許出願第１０－２０１４－０１４６１７
７号に基づく優先権を主張し、該当出願の明細書及び図面に開示された内容は、すべて本
出願に援用される。
【背景技術】
【０００３】
　最近、電気化学素子分野において、その安全性の確保に対して大きく注目している。特
に、リチウム二次電池のような二次電池は、正極、負極及び分離膜を備えた電極組立体を
有し、このような電極組立体は、分離膜を介した状態で正極及び負極を丸く巻き取ったゼ
リーロール型（ｊｅｌｌｙ－ｒｏｌｌ　ｔｙｐｅ）、正極、負極及び分離膜を順次に積み
重ねた積層型（ｓｔａｃｋ　ｔｙｐｅ）、及びこれらの混合形態であって、正極、負極及
び分離膜で構成された単位セル（ｕｎｉｔ　ｃｅｌｌ）を、長いシート状の連続的な折り
畳みフィルム（ｆｏｌｄｉｎｇ　ｆｉｌｍ）（例えば、分離膜）を用いて折曲／巻取した
構造の積層／折り畳み型（ｓｔａｃｋ－ｆｏｌｄｉｎｇ　ｔｙｐｅ）リチウム二次電池な
どに分けられる。このような積層／折り畳み型リチウム二次電池は、製造が容易であり、
空間を効率的に活用できる構造を有し、電極活物質の含量を極大化させることができるた
め、高い集積度の電池を具現することができる。
【０００４】
　これらの二次電池に用いられる分離膜は、多孔性である織布または不織布の形態である
か、或いはフィルムまたは膜の形態の場合、乾式法または湿式法によって気孔を形成した
多孔性分離膜である。しかし、これらの多孔性分離膜は、電極との結合のためにバインダ
ーを使い、このようなバインダーは、多孔性基材の表面にコーティングされるだけでなく
、前記多孔性基材の気孔内へも侵透して、分離膜のイオン通路機能を妨げるといる問題点
を有する。
【０００５】
　また、このような多孔性分離膜は電極と組み立てられ、電極組立体または電池（セル）
を形成し、この場合、電極組立体または電池において多孔性分離膜が占める体積を最小化
しなければならないため、このためには、多孔性基材上のバインダー層の厚さを最大限薄
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くする必要がある。かつ、バインダー層の厚さが一定に維持されない場合、外部の力に対
して局所的に弱くなるなどの問題も依然として内包している。
【０００６】
　そこで、分離膜、及び分離膜と電極とが結合された電極組立体において、これらの気孔
度、厚さ及び耐久性を補強するための構造及びその簡便な製造工程が要求される。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、上記問題点に鑑みてなされたものであり、二次電池の多孔性分離膜（セパレ
ータ）と電気化学素子との結合力に優れると伴に、多孔性分離膜の気孔度、厚さ及び耐久
性に及ぶ影響が最小化するように多孔性分離膜上に接着バインダーを塗布する新規な方法
を提供することを目的とする。
　また、本発明は、前記方法で接着バインダーが塗布された多孔性分離膜を含む電極組立
体を提供することを他の目的とする。
【０００８】
　本発明の他の目的及び長所は、下記する説明によって理解できるであろう。また、本発
明の目的及び長所は、特許請求の範囲に示される手段及びその組合せによって実現するこ
とができる。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記の課題を達成するため、本発明は、電気化学素子用分離膜の表面に粘着性バインダ
ー層を形成する方法を提供する。前記方法は、（Ｓ１）バインダー樹脂と有機溶媒とを混
合してバインダー溶液を準備する段階と、（Ｓ２）前記バインダー溶液を転写部材の表面
に所定のパターンで印刷することによって前記表面にバインダー溶液のパターンが形成さ
れる段階と、（Ｓ３）前記印刷されたバインダー溶液から溶媒が除去され、粘着性バイン
ダーのパターンが形成される段階と、（Ｓ４）前記粘着性バインダーのパターンが、前記
転写部材の表面から分離膜の少なくとも一面に転写される段階と、（Ｓ５）前記（Ｓ４）
段階によって前記分離膜の少なくとも一面に前記粘着性バインダー層が形成される段階と
、を含む。
【００１０】
　ここで、前記（Ｓ２）段階は、インクジェットプリンター、ディスペンサーまたはノズ
ルを用いて行われ得る。
　また、前記転写部材は、板（ｐｌａｔｅ）型、フィルム（ｆｉｌｍ）型、フレーム（ｆ
ｒａｍｅ）型、ローラー（ｒｏｌｌｅｒ）型、円筒（ｃｙｌｉｎｄｅｒ）型、ベルト（ｅ
ｎｄｌｅｓｓ　ｂｅｌｔ）型からなる群より一種以上のものを選択することができる。
【００１１】
　また、前記（Ｓ３）段階は、転写部材の表面に形成されたバインダー溶液のパターンを
加熱することで行われ得る。
　また、前記転写部材は、表面に離型処理が施されていてもよい。
　また、前記バインダー溶液のパターンまたは粘着性バインダーのパターンは、分離膜の
表面に粘着性バインダーが塗布されていない非コーティング部（ｎｏｎ－ｃｏａｔｉｎｇ
　ａｒｅａ）が含まれるようにパターン化することができる。
【００１２】
　また、前記バインダー溶液のパターンまたは粘着性バインダーのパターンは、ドット（
ｄｏｔ）形、円（ｃｉｒｃｌｅ）形、多角（ｐｏｌｙｇｏｎ）形、ドーナツ（ｄｏｕｇｈ
ｎｕｔ）形、ストライプ（ｓｔｒｉｐｅ）形及び格子（ｇｒｉｄ）形からなる群より選択
される一種の小単位パターンまたは二種以上の小単位パターンの組合せからなり得る。
　また、前記粘着性バインダー層は、厚さが０．１～１０μｍである。
【００１３】
　また、前記（Ｓ４）段階は、前記転写部材と分離膜との接触面を加圧して行われ得る。
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　本発明において、前記分離膜は、電気化学素子用分離膜である。
　ここで、前記分離膜は、ポリオレフィン多孔性基材を含み得る。
　ここで、前記分離膜は、ポリオレフィン多孔性基材及び前記ポリオレフィン多孔性基材
の少なくとも一面に有機無機複合多孔層が形成されており、前記有機無機複合多孔層は、
複数の無機物粒子とバインダー樹脂とを含み得る。
【００１４】
　また、ポリオレフィン系多孔性基材を含む分離膜基材及び前記分離膜基材の少なくとも
一面に形成された粘着性バインダー層を含む電気化学素子用多孔性分離膜を提供する。こ
こで、前記粘着性バインダー層は、前述のいずれかの一方法によって形成される。また、
前記分離膜基材は、前記ポリオレフィン系多孔性基材の少なくとも一面に有機無機複合多
孔性コーティング層が形成されており、前記有機無機複合多孔性コーティング層は、複数
の無機物粒子及びバインダー樹脂を含み得る。
【発明の効果】
【００１５】
　本願発明による方法によって多孔性分離膜に接着バインダーを塗布する場合、バインダ
ーが多孔性分離膜の内部に吸収されず、所定のパターンをなして分離膜の表面上に分布さ
れる。したがって、多孔性分離膜と電極など電気化学素子との結着力が向上する。また、
前記パターンによって分離膜の表面はバインダーが塗布されていない非コーティング部（
ｎｏｎ－ｃｏａｔｉｎｇ　ａｒｅａ）を含むようになり、この非コーティング部の表面は
外部に露出するため、分離膜が電極などの電気化学素子と結着するとき、分離膜の気孔度
、イオン伝導度、厚さの均一性及び耐久性に及ぶ影響を最小化する。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
　本明細書に添付される次の図面は、本発明の望ましい実施例を例示するものであり、発
明の詳細な説明とともに本発明の技術的な思想をさらに理解させる役割をするため、本発
明は図面に記載された事項だけに限定されて解釈されてはならない。
【図１】本発明の一実施形態による多孔性分離膜の製造工程を示すフローチャートである
。
【図２】（ａ）は、従来のバインダー塗布方法によって多孔性分離膜にバインダーを塗布
する場合、多孔性分離膜の内部へバインダーが染みこみ、表面における結着力が低下する
ことを概略に示した図であり、（ｂ）は、本発明の一実施形態による多孔性分離膜上のバ
インダーの分布状態を示した図である。
【図３】本発明の一実施形態によって凹凸が形成された離型転写ローラーを用いるバイン
ダーパターンの転写工程の一例を示す。
【図４】本発明の一実施形態によって表面に凹凸が形成された転写部材を用いるバインダ
ーパターンの転写工程の一例を示す。
【図５】本発明の一実施形態による適切な転写工程の圧力と転写工程の圧力よりも超過さ
れた圧力を加える場合に発生するバインダーパターン層の逆転写現象を示す写真である。
【図６】本発明の実施例２によって転写前の転写部材表面上の光学顕微鏡写真、及び前記
転写部材から多孔性基材上に転写されたバインダー層の電子顕微鏡写真である。
【図７】転写によってバインダーを塗布した分離膜と電極とを圧着した後、接着力テスト
を施した写真である。
【図８】本発明の実施例１において、点（ｄｏｔ）の様態による無機物多孔性コーティン
グ層が存在していない表面（ｂａｒｅ）及び無機物多孔性コーティング層が存在する表面
の電子顕微鏡写真である。
【図９】本発明の比較例２による実施形態に関し、バインダー溶液の塗布後のポリプロピ
レン多孔性基材の表面の電子顕微鏡写真である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、添付された図面を参照して本発明の望ましい実施例を詳しく説明する。これに先
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立ち、本明細書及び請求範囲に使われた用語や単語は通常的や辞書的な意味に限定して解
釈されてはならず、発明者自らは発明を最善の方法で説明するために用語の概念を適切に
定義できるという原則に則して本発明の技術的な思想に応ずる意味及び概念で解釈されね
ばならない。したがって、本明細書に記載された実施例及び図面に示された構成は、本発
明のもっとも望ましい一実施例に過ぎず、本発明の技術的な思想のすべてを代弁するもの
ではないため、本出願の時点においてこれらに代替できる多様な均等物及び変形例があり
得ることを理解せねばならない。
【００１８】
　本発明は、分離膜と電気化学素子との結着のために粘着性バインダーを所定のパターン
で分離膜の表面に塗布する方法に関する。該方法は、バインダー樹脂と有機溶媒とを混合
してバインダー溶液を準備する段階と、前記バインダー溶液を転写部材の表面に所定のパ
ターンで印刷することによって前記表面にバインダー溶液のパターンが形成される段階と
、前記印刷されたバインダー溶液から溶媒が除去され、粘着性バインダーのパターンが形
成される段階と、前記粘着性バインダーのパターンが、前記転写部材の表面から分離膜の
少なくとも一面に転写される段階と、前記転写段階によって前記分離膜の少なくとも一面
に前記粘着性バインダー層が形成される段階と、を含む。
【００１９】
　前記粘着性バインダーは、最終的に分離膜の少なくとも一表面に転写され、分離膜上に
パターン層を形成する。前記方法によってバインダーを分離膜基材の表面に塗布すれば、
多孔性基材を分離膜として用いる場合、分離膜と電気化学素子との結合力が維持されなが
らも、分離膜基材の多孔性特性及びリチウムイオンの伝導度を阻害しない。バインダー溶
液を直接分離膜に塗布する場合は、特に、多孔質の分離膜の場合、気孔を介してバインダ
ー溶液が染みこまれることで、表面における結着に必要なバインダーの量が不足となり、
染みこまれたバインダー溶液によって分離膜の気孔が塞がるようになる。図２の（ａ）及
び（ｂ）は、多孔性分離膜の表面にバインダー層を形成する方法を概略的に示した図であ
る。図２の（ａ）は、従来技術によるバインダー層の形成方法を示す。従来技術によれば
、バインダー溶液を直接多孔性分離膜の表面に塗布してバインダー層を形成し、この際、
未乾燥状態のバインダー溶液を多孔性分離膜の表面に塗布する場合、バインダー溶液が乾
燥する前、分離膜中の気孔へバインダー溶液が侵透して分離膜の通気度が低下するという
問題がある。
【００２０】
　本発明は、このような問題点を解決したものであって、バインダー溶液が直接分離膜に
塗布されず、溶媒が除去された状態の粘着性バインダーのパターン層が分離膜の表面に転
写されることで、バインダー溶媒によって分離膜の気孔が閉塞しないため、分離膜の通気
度が優秀であり、電極などの電気化学素子との結着力が付与される（図２の（ｂ）参照）
。さらに、粘着性バインダーが非コーティング部を含むパターンで形成されるため、非コ
ーティング部部分の分離膜の表面は、外部に露出して通気度が優秀である。
　図１は、本発明の分離膜の表面に粘着性バインダーを塗布する方法を概略に説明したフ
ローチャートである。
【００２１】
　まず、バインダー溶液を準備する（Ｓ１）。前記バインダー溶液は、有機溶媒にバイン
ダー樹脂を分散させたバインダー樹脂と溶媒との混合物の形態で準備することができる。
前記バインダー樹脂の含量は、以後の段階で形成されるバインダーパターン層の厚さによ
って変わり得る。望ましくは、バインダー樹脂は、バインダー溶液総１００重量部に対し
約１～３０重量部、望ましくは、約５～２０重量部の比率で含まれ得る。
【００２２】
　前記バインダー樹脂には、ポリビニリデンフルオライド（ｐｏｌｙｖｉｎｙｌｉｄｅｎ
ｅ　ｆｌｕｏｒｉｄｅ，ＰＶｄＦ）系樹脂、スチレン－ブタジエンゴム（ｓｔｙｒｅｎｅ
－ｂｕｔａｄｉｅｎｅ　ｒｕｂｂｅｒ，ＳＢＲ）、ポリテトラフルオロエチレン（ｐｏｌ
ｙｔｅｔｒａｆｌｕｏｒｏｅｔｈｙｌｅｎｅ, ＰＴＦＥ）、ポリエチレングリコール（ｐ
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ｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎｅ　ｇｌｙｃｏｌ， ＰＥＧ）、ポリプロピレングリコール（ｐｏ
ｌｙｐｒｏｐｙｌｅｎｅ　ｇｌｙｃｏｌ，ＰＰＧ）、トルエンジイソシアネート（ｔｏｌ
ｕｅｎｅ　ｄｉｉｓｏｃｙａｎａｔｅ，ＴＤＩ）、ポリメチルメタクリレート（ｐｏｌｙ
ｍｅｔｈｙｌｍｅｔｈａｃｒｙｌａｔｅ）、ポリアクリロニトリル（ｐｏｌｙａｃｒｙｌ
ｏｎｉｔｒｉｌｅ）、ポリビニルピロリドン（ｐｏｌｙｖｉｎｙｌｐｙｒｒｏｌｉｄｏｎ
ｅ）、ポリビニルアセテート（ｐｏｌｙｖｉｎｙｌａｃｅｔａｔｅ）、エチレンビニルア
セテート共重合体（ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎｅ－ｃｏ－ｖｉｎｙｌ　ａｃｅｔａｔｅ）、
ポリエチレンオキサイド（ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎｅ　ｏｘｉｄｅ）、セルロースアセテ
ート（ｃｅｌｌｕｌｏｓｅ　ａｃｅｔａｔｅ）、セルロースアセテートブチレート（ｃｅ
ｌｌｕｌｏｓｅ　ａｃｅｔａｔｅ　ｂｕｔｙｒａｔｅ）、セルロースアセテートプロピオ
ネート（ｃｅｌｌｕｌｏｓｅ　ａｃｅｔａｔｅ　ｐｒｏｐｉｏｎａｔｅ）、シアノエチル
プルラン（ｃｙａｎｏｅｔｈｙｌｐｕｌｌｕｌａｎ）、シアノエチルポリビニルアルコー
ル（ｃｙａｎｏｅｔｈｙｌｐｏｌｙｖｉｎｙｌａｌｃｏｈｏｌ）、シアノエチルセルロー
ス（ｃｙａｎｏｅｔｈｙｌｃｅｌｌｕｌｏｓｅ）、シアノエチルスクロース（ｃｙａｎｏ
ｅｔｈｙｌｓｕｃｒｏｓｅ）、プルラン（ｐｕｌｌｕｌａｎ）、カルボキシルメチルセル
ロース（ｃａｒｂｏｘｙｌ　ｍｅｔｈｙｌ　ｃｅｌｌｕｌｏｓｅ）、アクリロニトリル－
スチレン－ブタジエン共重合体（ａｃｒｙｌｏｎｉｔｒｉｌｅ－ｓｔｙｒｅｎｅ－ｂｕｔ
ａｄｉｅｎｅ　ｃｏｐｏｌｙｍｅｒ）　及びポリイミドからなる群より選択される一種ま
たは二種以上の混合物から形成され得るが、これらに限定されることではない。
【００２３】
　また、前記ポリビニリデンフルオライド（ＰＶＤＦ）系樹脂の非制限的な例には、ポリ
ビニリデンフルオライド－ヘキサフルオロプロピレン、ポリビニリデンフルオライド－ト
リクロロエチレン、ポリビニリデンフルオライド－テトラフルオロエチレン、ポリビニリ
デンフルオライド－トリフルオロエチレン、ポリビニリデンフルオライド－トリフルオロ
クロロエチレン及びポリビニリデンフルオライド－エチレンからなる群より選択されるい
ずれか一種または二種以上の混合物であり得る。
【００２４】
　本発明の具体的な一実施形態において、前記溶媒は、使用されるバインダー樹脂と均一
に混合できるように、用いられるバインダー樹脂と溶解度指数が類似なものを用いること
が望ましい。なお、後述する段階で前記バインダー溶液をインクジェットプリンターなど
、ノズルを介して噴射するとき、前記ノズルが塞がることを防止するためには沸点が高い
溶媒を用いることが望ましい。また、以後の段階でバインダーパターンに熱を加えて有機
溶媒を除去するとき、前記有機溶媒が効果的に除去されるようにするために、沸点が高す
ぎるものは望ましくない。このような点を考慮すれば、前記溶媒の沸点は８０℃～１８０
℃、または１００℃～１６５℃であることが望ましい。本発明において、前記溶媒の非制
限的な例には、シクロヘキサン（ｃｙｃｌｏｈｅｘａｎｅ）、メシチレン（ｍｅｓｉｔｙ
ｌｅｎｅ）、ジメチルアセトアミド（ｄｉｍｅｔｈｙｌａｃｅｔａｍｉｄｅ）、ジメチル
スルホン（ｄｉｍｅｔｈｙｌｓｕｌｆｏｎｅ）、ジメチルカーボネート（ｄｉｍｅｔｈｙ
ｌｃａｒｂｏｎａｔｅ）、アセトン（ａｃｅｔｏｎｅ）、テトラハイドロフラン（ｔｅｔ
ｒａｈｙｄｒｏｆｕｒａｎ）、メチレンクロライド（ｍｅｔｈｙｌｅｎｅ　ｃｈｌｏｒｉ
ｄｅ）、クロロホルム（ｃｈｌｏｒｏｆｏｒｍ）、ジメチルホルムアミド（ｄｉｍｅｔｈ
ｙｌｆｏｒｍａｍｉｄｅ）、Ｎ－メチル－２－ピロリドン（Ｎ－ｍｅｔｈｙｌ－２－ｐｙ
ｒｒｏｌｉｄｏｎｅ，ＮＭＰ）、水、メチルエチルケトン（ｍｅｔｈｙｌ　ｅｔｈｙｌ　
ｋｅｔｏｎｅ）、メチルアセテート（ｍｅｔｈｙｌ　ａｃｅｔａｔｅ）、シクロヘキサノ
ン（ｃｙｃｌｏｈｅｘａｎｏｎｅ）からなる群より選択される一種または二種以上の混合
物であり得る。望ましくは、前記溶媒は、サイクロヘキサン（ｃｙｃｌｏｈｅｘａｎｅ）
、メシチレン（ｍｅｓｉｔｙｌｅｎｅ）、ジメチルアセトアミド（ｄｉｍｅｔｈｙｌａｃ
ｅｔａｍｉｄｅ）、ジメチルスルホン（ｄｉｍｅｔｈｙｌｓｕｌｆｏｎｅ）及びジメチル
カーボネート（ｄｉｍｅｔｈｙｌｃａｒｂｏｎａｔｅ）から選択される一種または二種以
上の混合物を用いることができる。
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【００２５】
　次に、前記バインダー溶液が転写部材の表面に所定のパターンで印刷され、転写部材の
表面にバインダー溶液のパターンが形成される（Ｓ２）。前記印刷方法は、転写部材の表
面にバインダー溶液のパターンを形成できる印刷工程によることであれば、特に限定され
ない。本発明の望ましい一実施形態によれば、前記印刷は、インクジェットプリンター、
ディスペンサーまたはノズルを用いて行うことができる。
【００２６】
　前記転写部材は、転写部材の表面に形成されたパターンを以後の段階で分離膜基材の表
面などの他の表面へ伝達する役割を果すことができるものであれば、特に制限されない。
前記転写部材は、例えば、板（ｐｌａｔｅ）型、フィルム（ｆｉｌｍ）型、フレーム（ｆ
ｒａｍｅ）型、ローラー（ｒｏｌｌｅｒ）型、円筒（ｃｙｌｉｎｄｅｒ）型、ベルト（ｅ
ｎｄｌｅｓｓ　ｂｅｌｔ）型などの形態であり得る（図３及び図４参照）。具体的に、転
写ローラー、ロールラミネーターまたは板ラミネーターを用いることができる。以後、印
刷されたバインダー溶液から有機溶媒を除去するために前記転写部材が加熱され得る。し
たがって、前記転写部材は、耐熱性を有する金属またはセラミックスからなり得る。また
、前記転写部材は、金属やセラミックスからなる支持部材と該支持部材の表面に、シリコ
ーン、ポリウレタン、ポリジメチルシロキシサン（ＰＤＭＳ）、テフロン（登録商標）な
どの耐化学性または耐熱性樹脂で形成された弾性部材を含むことができる。
【００２７】
　本発明の望ましい一実施形態によれば、印刷されたバインダー溶液のパターンを効果的
に他の表面へ移動させるために、前記転写部材の表面は、離型処理されている離型層を備
えてもよい。前記離型層は、転写部材の表面が直接離型処理されていてもよい。または、
前記転写部材の表面に離型処理されたフィルムや膜を備えてもよい。本発明の具体的な一
実施形態によれば、前記転写部材は離型処理された表面を有するフィルム型転写部材であ
る。より詳しくは、ＰＤＭＳ離型フィルムである。前記離型層は、転写部材の表面エネル
ギーを低下させて表面に接着剤などの粘着性材料が付着した後、前記粘着性材料を再び他
の物体の表面に容易に移動（転写）させることができる。前記離型処理は、例えば、表面
に凹凸が形成されているものであり得る。ここで、前記凹凸の形象、凹凸間の間隔、凹凸
の幅や高さは、転写対象のパターンの形象及び材料に応じて適切に変更することができる
。
【００２８】
　次に、前記転写部材の表面に印刷されたバインダー溶液から溶媒を除去する（Ｓ３）。
前記溶媒の除去は、バインダー溶液のパターンを加熱することで行うことができる。前記
加熱は、通常、ヒーター（ｈｅａｔｅｒ）、オーブン（ｏｖｅｎ）、抵抗加熱、電気誘導
加熱、熱風加熱、赤外線加熱などの加熱工程によって行うことができる。前記転写部材は
、バインダー溶液が印刷される保持体としての機能のみならず、前記バインダー溶液を乾
燥させてバインダー溶液に含まれた有機溶媒を除去するための手段としての機能をともに
有することができる。したがって、前記加熱は、転写部材に前述のような加熱手段を備え
て転写部材を加熱する方法で行うことができる。前記加熱は、約４０℃～２００℃の温度
範囲、望ましくは約６０℃～１５０℃、より望ましくは約８０℃～１２０℃の温度範囲で
行われ得る。また、前記加熱は、約３～１８０秒間、望ましくは約１～６０秒間行われ得
る。
【００２９】
　前記バインダー溶液から必ずしも溶媒が全て除去される必要はない。例えば、前記転写
部材に印刷されたバインダー溶液から、前記溶媒がバインダー溶液　１００重量部に対し
１０重量部以下、望ましくは５重量部以下、最も望ましくは１重量部以下の範囲に残存す
るように溶媒を除去すればよい。バインダー溶液から前述の含量範囲で溶媒が除去されれ
ば、バインダーパターンの粘着性が増加してバインダー溶液の転写時、初期印刷パターン
がよく維持されてμｍレベルのパターンの転写が可能である。また、乾燥されたバインダ
ー溶液の分離膜表面への高い転写率を達成するのに有利である。以下、バインダー溶液か
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ら溶媒が除去されて粘着性が増加した結果物に対しては、バインダー溶液と区別するため
に粘着性バインダーと称する。
【００３０】
　続いて、粘着性バインダーが転写部材の表面から分離膜基材の表面に転写され（Ｓ４）
、これによって分離膜基材の表面に粘着性バインダー層が形成される（Ｓ５）。前記バイ
ンダー層は、転写部材に印刷された粘着性バインダーのパターンに倣って所定のパターン
を有する。前記パターンは、ドット（ｄｏｔ）形、円（ｃｉｒｃｌｅ）形、多角（ｐｏｌ
ｙｇｏｎ）形、ドーナツ（ｄｏｕｇｈｎｕｔ）形、ストライプ（ｓｔｒｉｐｅ）形及び格
子（ｇｒｉｄ）形からなる群より選択される一種の小単位パターンまたは二種以上の小単
位パターンの組合せから構成され得るが、これらに限定されることではない。前記パター
ンは、分離膜基材の表面に形成される非コーティング部分の比率に応じて適切に変形する
ことができる。前記バインダー層は、非コーティング部（ｎｏｎ－ｃｏａｔｉｎｇ　ａｒ
ｅａ）、即ち、小単位パターン間における粘着性バインダーの塗布されていない部分を含
む。本発明の他の実施形態によれば、前記非コーティング部の面積は、前記バインダー層
が形成された分離膜の表面積の約１％～５０％である。前記非コーティング部の面積が分
離膜の表面積に対し５０％を超過すれば、分離膜と電気素子、特に、電極との結着が充分
行われず、非コーティング部の面積が１％未満の場合は、分離膜の多孔性特性が低下する
ことがある。
【００３１】
　本発明の具体的な一実施形態において、前記粘着性バインダー層の厚さは、約０．１μ
ｍ～１０μｍ、望ましくは約０．１～５μｍであり得る。バインダー層の範囲が前述の範
囲に含まれれば、本発明のバインダー層は、多孔性分離膜と電極との優れた結合力ととも
に多孔性基材の気孔度を最適の状態に維持することができる。
【００３２】
　因みに、図３は、本発明の一実施形態によるものであって、転写ローラーを用いて粘着
性バインダーを分離膜に転写する一例を示す。図４は、本発明の一実施形態によってフィ
ルム型転写部材を用いて粘着性バインダーを分離膜に転写する一実施形態を示す。
【００３３】
　本発明の望ましい一実施形態によれば、前記転写段階（Ｓ４）は、約１０～１００ｋｇ
ｆ、望ましくは約２０～８０ｋｇｆの圧力を加えて行うことができる。もし前記圧力範囲
を超過して加圧される場合、粘着性バインダーが分離膜に転写された後、再び転写部材へ
逆転写され得る。図５を参照すれば、粘着性バインダーが分離膜に転写されず再び転写部
材へ逆転写されたことを確認することができる。一方、加えられる圧力が前述の範囲未満
の場合、粘着性バインダーの転写率が低下することがある。
【００３４】
　本発明の望ましい一実施形態によれば、前記バインダー層のパターンは、小単位パター
ンが分離膜の表面に一定な間隔で規則的な配列を成すように形成される。例えば、ドット
形態の小単位バインダーパターンがそれぞれ一定な間隔で離隔され分離膜の表面に分布さ
れている形態であり得る。このような配列は、電池の組み立て、電池自体の変形などの場
合、例えば、電極組立体の巻取り（ｗｉｎｄｉｎｇ）、巻出し（ｕｎｗｉｎｄｉｎｇ）、
折畳み（ｆｏｌｄｉｎｇ）及び圧縮（ｃｏｍｐｒｅｓｓｉｏｎ）、電池構成要素の膨張（
ｅｘｐａｎｓｉｏｎ）などの外部または内部の力が加えられる場合、分離膜に対して前記
力が局所的に加えられることなく均一に加えられるようになるため、変形、破れなどの損
傷可能性が低くなる。かつ、前述のようにバインダーが塗布されていない多孔性基材の領
域（非コーティング部）によってイオンが多孔性分離膜（分離膜内の気孔）をすぐ通過し
て両極に伝達されることによって、イオン伝導度及び電池の性能が大幅改善する。
【００３５】
　なお、本発明の前述の方法によって製造された粘着性バインダー層を含む二次電池用多
孔性分離膜を提供する。本発明の具体的な一実施形態によれば、前記分離膜は、多孔性分
離膜基材層及び前記多孔性基材層の少なくとも一面上に形成された粘着性バインダー層を
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含む。ここで、前記粘着性バインダー層は、前述の方法によって形成される。本発明の具
体的な一実施形態によれば、前記多孔性分離膜基材層は、多孔性膜であって一種以上の高
分子樹脂からなる高分子膜または前記高分子膜が二層以上積層された多重膜、織布、不織
布、単一フィルムまたは多重フィルムを含むことができる。これらのうち、前記フィルム
は、当業界に公知の乾式法または湿式法によって気孔を形成することで多孔性構造を有す
ることができる。望ましくは、前記分離膜基材層は、ポリオレフィン系多孔性フィルムを
含むことができる。前記多孔性基材層は、目的とする孔隙率及び通気性を有するように複
数の気孔を有する。このような気孔は、電池において基本的にイオンの通路の役割を担う
が、外部要因または短絡などの内部要因で一定範囲以上に温度が上昇する場合、気孔を形
成する膜の内部が溶融し崩壊して膜の通路を塞ぐことで、電池のさらなる温度の上昇を防
止する機能を果す（シャットダウン（ｓｈｕｔｄｏｗｎ））。
【００３６】
　また、本発明による前記バインダー層は、転写された分離膜の表面においてバインダー
層の厚さが一定に維持される。このような一定な厚さのバインダー層は、以後の多孔性分
離膜（基材）及び電極との結合によって電極組立体、セルまたは電池を形成する場合、前
記バインダー層の表面に対して局所的に偏重された力が加えられないため、外部の力に対
する分離膜及び電池の耐久性を改善させることができる。
【００３７】
　また、本発明の具体的な一実施形態によれば、前記多孔性分離膜は、前記多孔性基材層
の少なくとも一面に有機無機複合多孔層を形成することができる。このように多孔性分離
膜が複合多孔層を備える場合、前記バインダー層は、前記複合多孔層の表面に転写される
。本発明において、前記複合多孔層は、複数の無機物粒子及び高分子樹脂を含む。前記複
合多孔層は、前記無機物粒子間のインタースティシャルボリウム（ｉｎｔｅｒｓｔｉｔｉ
ａｌ　ｖｏｌｕｍｅ）によって形成される気孔によって多孔性特性を有する。前記インタ
ースティシャルボリウムとは、無機物粒子の充填構造において実質的に面接する無機物粒
子によって限定される空間をいう。本発明の具体的な一実施形態において、前記無機物粒
子は、電気化学的に安定すればその種類は特に制限されない。即ち、本発明において使用
可能な無機物粒子は、適用される電池の作動電圧範囲（例えば、Ｌｉ／Ｌｉ+基準で０～
５Ｖ）で酸化及び／または還元反応が起こらないものであれば、特に制限されない。望ま
しくは、前記無機物粒子は、例えば、誘電率定数が約５以上の無機物粒子またはリチウム
イオン伝達能力を有する無機物粒子（リチウム二次電池の場合）をそれぞれ単独で、また
はこれらを混合して用いることができる。また、前記バインダー樹脂は、無機物粒子同士
の結着力及び無機物粒子と前記分離膜基材層との結着力を提供できるものであれば、特に
限定されない。前記複合多孔層における前記無機物粒子の含量は、複合多孔層１００重量
％に対し５０重量％～９９重量％である。本発明の一実施形態によれば、前記複合多孔層
は、無機物粒子及びバインダー樹脂を適切な溶媒と混合して複合多孔層用スラリーを製造
した後、これを前記多孔性基材層の表面にディップコーティング法及びドクターブレード
コーティング法のような公知の方法で前記スラリーを塗布して乾燥することで形成するこ
とができる。
【００３８】
　本発明の他の実施形態によって、本発明は、前記バインダー層が形成された多孔性分離
膜を含む電極組立体及び前記電極組立体を含む電気化学素子を提供する。本発明の具体的
な一実施形態において、前記電極組立体は、前記分離膜の両面に二つの相対電極、即ち、
正極と負極を位置させることで集合体を形成し、このような集合体を圧着することで形成
することができる。
【００３９】
　前記形成された集合体は、向い合って回転する二つ以上のロール（ｒｏｌｌ）　などを
用いる圧着段階を通じて施される。このような圧着段階は、熱間圧延（ｈｏｔ　ｒｏｌｌ
ｉｎｇ）、冷間圧延（ｃｏｌｄ　ｒｏｌｌｉｎｇ）またはこれらの組合せ工程によって行
うことができる。
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【００４０】
　熱間圧延は、対象物の再結晶温度以上の二つの回転ロールの間を通過させることで圧延
する方法であり、用いられる熱間圧延ロールは、対象物の融点（絶対温度）の約１／２以
上の温度で対象物を圧延することが、変形による加工に有利である。また、熱間圧延は、
圧延動力が小さくても良く、大きい変形を容易に誘導できるという長所を有する。そのた
め、熱間圧延の温度及びロールの回転速度などは、対象物、即ち、本発明の集合体の状態
に応じて調整することができる。
【００４１】
　冷間圧延は、対象物の再結晶温度以下のロールを用いて圧延する方法であり、用いられ
る冷間圧延ロールは、前記熱間圧延ロールと特に異なるものである必要はなく、状況に応
じてロールを加熱して熱間圧延または冷間圧延のためのロールとして用いることができる
。ロールの表面状態が対象物の表面へいかなる損傷なく対象物にそのまま反映可能である
。そのため、冷間圧延は、熱間圧延で発生し得る対象物（例えば、集合体）の表面の凹凸
、しわ、きずなどによる不良を矯正することができ、対象物の厚さを薄く加工することが
でき、加工時の対象物の寸法精度がよく、用いられる冷間圧延ロールの表面に応じて非常
に滑らかな表面を有する目的物（例えば、電極組立体）を得ることができる。
【００４２】
　また、圧着段階は、前記バインダー層と前記分離膜に接触する対象（即ち、多孔性分離
膜及び電極）との結合力が最大に発現可能な温度及び圧力下で施され、温度は約８０～１
５０℃、望ましくは約９０～１１０℃であり、圧力は約３０～２００ｋｇｆ、または約５
０～１８０ｋｇｆであり得る。前記範囲の温度及び圧力でバインダー層が電極と分離膜と
の間で圧着されれば、生成した電極組立体の結合力は大幅上昇し、このような高い結合力
は、多孔性分離膜の優れた通気度の維持及びバインダー層の薄い厚さとともに、電池の性
能及び耐久性の向上に大きく寄与することができる。また、圧着段階においては、前記熱
間圧延及び前記冷間圧延の長所を最大限用いて組み合わせて用いることができる。
【００４３】
　前記電気化学素子は、電気化学反応をするすべての素子を含み、具体的な例には、全種
類の一次・二次電池、燃料電池、太陽電池またはスーパーキャパシター素子のようなキャ
パシター（ｃａｐａｃｉｔｏｒ）などがある。特に、前記二次電池のうちリチウム二次電
池、例えば、リチウムイオン二次電池、リチウムポリマー二次電池またはリチウムイオン
ポリマー二次電池などが望ましい。　
【００４４】
　以下、本発明を具体的な実施例を挙げて説明する。しかし、本発明による実施例は多く
の他の形態に変形されることができ、本発明の範囲が後述する実施例に限定されると解釈
されてはならない。本発明の実施例は当業界で平均的な知識を有する者に本発明をより完
全に説明するために提供されるものである。
【００４５】
　実施例
　粘着性バインダー層が形成された分離膜の製造
　実施例１
　メシチレン９２．５重量部及びアクリル高分子（Ｔｏｙｏ社製）７．５重量部を溶解し
てバインダー溶液を形成した。前記バインダー溶液をインクジェットヘッドを用いて直径
約８０μｍのドットパターンがｘ軸５００μｍ、ｙ軸約　１００μｍの間隔で配置される
ようにポリジメチルシロキシサン（Ｐｏｌｙｄｉｍｅｔｈｙｌｓｉｌｏｘａｎｅ，ＰＤＭ
Ｓ）離型フィルムに印刷した。続いて、前記印刷したパターンを６０℃の温度で１～５秒
間加熱して溶媒を蒸発させた。前記離型フィルムを厚さ２０μｍのポリプロピレン多孔性
基材（気孔度約４５％）に、前記パターンが対面接するように配置し、１００℃の温度に
て８０ｋｇｆの圧力でロールラミネーターを用いて加圧した。その後、前記離型フィルム
を除去することで粘着性バインダー層が形成された分離膜を製造した。
【００４６】
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　実施例２
　ＰＶｄＦ－ＣＴＦＥをアセトンに約５重量％添加した後、５０℃の温度で約　１２時間
以上溶解して高分子溶液を製造した。この高分子溶液に、ＢａＴｉＯ3粉末をＢａＴｉＯ3

／ＰＶｄＦ－ＣＴＦＥ＝９０／１０（重量％比）となるように添加してスラリーを製造し
た。前記スラリーをディップ（ｄｉｐ）コーティング法に用いてポリプロピレン基材（厚
さ１８μｍ、気孔度４５％）に約３．５μｍの厚さにコーティングして有機無機複合多孔
層が形成された分離膜を製造した。続いて、メシチレン９２．５重量部及びアクリル高分
子（Ｔｏｙｏ社製）７．５重量部を溶解してバインダー溶液を形成した。このバインダー
溶液をインクジェットヘッドを用いて約５００μｍ×１００μｍの間隔を有する格子パタ
ーンでＰＤＭＳ離型フィルムに印刷した。その後、前記印刷したパターンを６０℃の温度
で１～５秒間加熱して溶媒を蒸発させた。前記離型フィルムを前記製造された分離膜に前
記パターンが対面接するように配置し、１００℃の温度にて８０ｋｇｆの圧力でロールラ
ミネーターを用いて加圧した。続いて、前記離型フィルムを除去することで粘着性バイン
ダー層が形成された分離膜を得た。前記分離膜に転写されたドットパターンの直径は約１
０５μｍであって、前記離型フィルムから転写する前に比べて直径が増加した（図６参照
）。
【００４７】
　実施例３
　バインダーパターンの転写圧力を１００ｋｇｆにしたことを除いては前記実施例２と同
様の方法で粘着性パターン層が形成された分離膜を得た。
【００４８】
　電極組立体の製造
　ＬｉＭｎＯ3、ＰＶｄＦ、Ｓｕｐｅｒ　Ｃを９３：３：４重量比で混合してＮＭＰに分
散させることで、正極スラリーを製造した。前記正極スラリーをアルミニウム集電体薄膜
（２０μｍ）に塗布して乾燥した後、圧着することで正極を製造した。また、負極にはメ
ソカーボンマイクロビーズ（ｍｅｓｏｃａｒｂｏｎ　ｍｉｃｒｏｂｅａｄ，ＭＣＭＢ）、
ｓｕｐｅｒ　Ｐ、ＰＶｄＦを９２：２：６の重量比で混合してＮＭＰに分散させた後、銅
ホイルにコーティングすることで負極を製造した。
【００４９】
　前記実施例１～３でそれぞれ製造された分離膜を、前記製造された正極と負極との間に
介し、１００℃の温度でロールラミネーターを用いて加圧して正極と負極との間に前記多
孔性分離膜が介されている電極組立体を製造した。それぞれのロールラミネーターの圧力
は、下記の表１に示したとおりである。次に、電極と分離膜との接着力を測定し、その結
果を下記の表１に示した。接着特性を確認した後、分離膜と電極との界面を観察した結果
、電極面の活物質が分離膜面に付着していることが観察された（図７参照）。
【００５０】
【表１】

　
【００５１】
　比較例１
　メシチレン９２．５重量部及びアクリル高分子（Ｔｏｙｏ社製）７．５重量部を溶解し
てバインダー溶液を形成した。前記バインダー溶液をインクジェットヘッドを用いて直径
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約８０μｍのドットパターンが下記の表２に示した間隔で配置されるようにポリプロピレ
ン多孔性基材と複合多孔層が形成された多孔性分離膜の表面に塗布した。前記ポリプロピ
レン多孔性基材及び前記複合多孔層が形成された多孔性分離膜は、前記実施例１～３で用
いられたものと同一である。
【００５２】
　この際、前記バインダー溶液が多孔性基材または多孔性分離膜の内部に染みこむ現象が
観察された。その後、前記バインダーが塗布された多孔性基材を６０℃の温度で１分間加
熱して溶媒を蒸発させることで分離膜を得た。次に、前記分離膜を正極と負極との間に位
置させ、１００℃の温度にて１５０ｋｇｆの圧力でロールラミネーターを用いて加圧した
。前記負極及び正極は、実施例で用いたものと同一のものを用いた。比較例１－１～１－
８の電極組立体の分離膜と電極との接着力を、下記の表２に示した。比較例１－１～１－
８の分離膜の場合、電極層と接着されず分離されて電極組立体を形成できなかった。図８
は、比較例１－１～１－８で製造された分離膜の表面のＳＥＭイメージであって、バイン
ダーの塗布量が少ないほど分離膜の気孔がさらにはっきりと確保されていることが分かる
。
【００５３】
【表２】

　
【００５４】
　比較例２
　メシチレン９２．５重量部及びアクリル高分子（Ｔｏｙｏ社製）７．５重量部を溶解し
てバインダー溶液を形成した。前記バインダー溶液をインクジェットヘッドを用いて直径
約８０μｍのドットパターンがｘ軸約５０μｍ、ｙ軸約　５０μｍ間隔で配置されるよう
にポリプロピレン多孔性基材の表面に塗布した。前記ポリプロピレン多孔性基材は、前記
実施例１～３で用いたものと同一のものである。比較例２の場合、バインダーが過量塗布
されて多孔性基材の表面全体が濡れている状態に観察された（図９の右の写真参照）。多
孔性分離膜と電極との接着力は良好であったが、多孔性分離膜の気孔内を埋めていること
から、気孔度及びイオン伝導度の急激な低下をもたらした。
【００５５】
　比較例３
　前記実施例１と同様に施したが、１００℃の温度にて５ｋｇｆの圧力でロールラミネー
ターを用いて加圧することでバインダー層を多孔性基材に転写した。しかし、比較例３の
場合、前記電極と多孔性分離膜との間に形成されたバインダー層は、無機物内部における
結着力の不足で逆転写され、所望の接着特性が得られなかった。
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【手続補正書】
【提出日】平成28年4月22日(2016.4.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１６】
　本明細書に添付される次の図面は、本発明の望ましい実施例を例示するものであり、発
明の詳細な説明とともに本発明の技術的な思想をさらに理解させる役割をするため、本発
明は図面に記載された事項だけに限定されて解釈されてはならない。
【図１】本発明の一実施形態による多孔性分離膜の製造工程を示すフローチャートである
。
【図２】（ａ）は、従来のバインダー塗布方法によって多孔性分離膜にバインダーを塗布
する場合、多孔性分離膜の内部へバインダーが染みこみ、表面における結着力が低下する
ことを概略に示した図であり、（ｂ）は、本発明の一実施形態による多孔性分離膜上のバ
インダーの分布状態を示した図である。
【図３】本発明の一実施形態によって凹凸が形成された離型転写ローラーを用いるバイン
ダーパターンの転写工程の一例を示す。
【図４】本発明の一実施形態によって表面に凹凸が形成された転写部材を用いるバインダ
ーパターンの転写工程の一例を示す。
【図５】図５（ａ）は、本発明の一実施形態による適切な転写工程の圧力を印加してバイ
ンダーパターン層を転写したものであり、図５（ｂ）は、本発明の一実施形態による適切
な圧力を超過して加圧された場合に発生したバインダーパターン層の逆転写現象を示す写
真である。
【図６】本発明の実施例２によって転写前の転写部材表面上の光学顕微鏡写真、及び前記
転写部材から多孔性基材上に転写されたバインダー層の電子顕微鏡写真である。
【図７】転写によってバインダーを塗布した分離膜と電極とを圧着した後、接着力テスト
を施した写真である。
【図８】比較例１－１～１－８で製造された分離膜の表面ＳＥＭイメージである。
【図９】本発明の比較例２による実施形態に関し、バインダー溶液の塗布後のポリプロピ
レン多孔性基材の表面の電子顕微鏡写真である。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５５】
　比較例３
　前記実施例１と同様に施したが、１００℃の温度にて５ｋｇの圧力でロールラミネータ
ーを用いて加圧することでバインダー層を多孔性基材に転写した。しかし、比較例３の場
合、印加された圧力が小さくて多孔性基材の表面にバインダー層が形成されなかった。
【手続補正３】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　分離膜の表面に粘着性バインダー層を形成する方法であって、
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　（Ｓ１）バインダー樹脂と有機溶媒とを混合してバインダー溶液を準備する段階と、
　（Ｓ２）前記バインダー溶液を転写部材の表面に所定のパターンで印刷し、前記表面に
バインダー溶液のパターンを形成する段階と、
　（Ｓ３）前記印刷されたバインダー溶液から溶媒を除去し、粘着性バインダーのパター
ンを形成する段階と、
　（Ｓ４）前記粘着性バインダーのパターンを、前記転写部材の表面から分離膜の少なく
とも一面に転写する段階と、
　（Ｓ５）前記（Ｓ４）段階において、前記分離膜の少なくとも一面に前記粘着性バイン
ダー層を形成する段階とを含んでなることを特徴とする、分離膜の表面に粘着性バインダ
ー層を形成する方法。
【請求項２】
　前記（Ｓ２）段階が、インクジェットプリンター、ディスペンサー、又はノズルを用い
て行われることを特徴とする、請求項１に記載の分離膜の表面に粘着性バインダー層を形
成する方法。
【請求項３】
　前記転写部材が、板型、フィルム型、フレーム型、ローラー型、円筒型、及びベルト型
からなる群より選択されてなる一種以上のものであることを特徴とする、請求項１又は２
に記載の分離膜の表面に粘着性バインダー層を形成する方法。
【請求項４】
　前記（Ｓ３）段階が、転写部材の表面に形成されたバインダー溶液のパターンを加熱す
ることで行われることを特徴とする、請求項１～３の何れか一項に記載の分離膜の表面に
粘着性バインダー層を形成する方法。
【請求項５】
　前記転写部材が、表面に離型処理が施されていることを特徴とする、請求項１～４の何
れか一項に記載の分離膜の表面に粘着性バインダー層を形成する方法。
【請求項６】
　前記バインダー溶液のパターン又は前記粘着性バインダーのパターンが、前記分離膜の
表面に粘着性バインダーが塗布されていない非コーティング部が存在するようにパターン
化することを特徴とする、請求項１～５の何れか一項に記載の分離膜の表面に粘着性バイ
ンダー層を形成する方法。
【請求項７】
　前記バインダー溶液のパターン又は前記粘着性バインダーのパターンが、ドット形、円
形、多角形、ドーナツ形、ストライプ形及び格子形からなる群より選択される一種又は二
種以上の小単位パターンの組合せからなることを特徴とする、請求項６に記載の分離膜の
表面に粘着性バインダー層を形成する方法。
【請求項８】
　前記粘着性バインダー層の厚さが０．１～１０μｍであることを特徴とする、請求項１
～７の何れか一項に記載の分離膜の表面に粘着性バインダー層を形成する方法。
【請求項９】
　前記（Ｓ４）段階が、前記転写部材と前記分離膜との接触面を加圧して行われることを
特徴とする、請求項１～８の何れか一項に記載の分離膜の表面に粘着性バインダー層を形
成する方法。
【請求項１０】
　前記分離膜が、電気化学素子用分離膜であることを特徴とする、請求項１～９の何れか
一項に記載の分離膜の表面に粘着性バインダー層を形成する方法。
【請求項１１】
　前記分離膜が、ポリオレフィン多孔性基材を含むことを特徴とする、請求項１～１０の
何れか一項に記載の分離膜の表面に粘着性バインダー層を形成する方法。
【請求項１２】
　前記分離膜が、ポリオレフィン多孔性基材と、及び前記ポリオレフィン多孔性基材の少
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なくとも一面に有機無機複合多孔層とを備えてなり、
　前記有機無機複合多孔層が、複数の無機物粒子とバインダー樹脂とを含んでなることを
特徴とする、請求項１～１０の何れか一項に記載の分離膜の表面に粘着性バインダー層を
形成する方法。
【請求項１３】
　ポリオレフィン系多孔性基材を備えた分離膜基材、及び
　前記分離膜基材の少なくとも一面に形成された粘着性バインダー層を備えてなり、
　前記粘着性バインダー層が、請求項１～１２の何れか一項に記載の方法によって形成さ
れたことを特徴とする、電気化学素子用多孔性分離膜。
【請求項１４】
　前記分離膜基材が、前記ポリオレフィン系多孔性基材の少なくとも一面に有機無機複合
多孔性コーティング層が形成されており、
　前記有機無機複合多孔性コーティング層が、複数の無機物粒子及びバインダー樹脂を含
んでなることを特徴とする、請求項１３に記載の電気化学素子用多孔性分離膜。
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